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１．はじめに

　2024年度以降の政府による資産運用立国に向

けた取組により、公務員の相互扶助組織を沿革と

する共済組合の公的年金（注１）は、アセットオー

ナーという社会的側面を強く顕在化させられるこ

ととなり、2015年の被用者年金一元化以来の大

きな環境変化に直面しているといえる。

　このような中で、公的年金の実務担当者として

の立場から、運用力の強化に向けて、何を考え、

どのように対応してきたのか、紹介することとし

たい。

２．地方公務員共済組合連合会の業務

　地方公務員共済組合連合会（以下、地共連）と

聞いて、アセットオーナーだと思い浮かべられる

人がどれだけいるだろうか。資産運用業界では一

定の知名度はあると思うが、一般の人々にはほと

んど知られていないだろう。

　まずは、運用力の強化の内容にもつながる、地

共連の特徴や業務について説明したい。

　地方公務員共済組合（以下、共済組合）は、地

方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）

に基づき設立される地方公務員の相互扶助組織で
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